
第
一
節

日
本
国
の
表

一

分
野

金
融
業

小
分
野

銀
行
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

六
二
二

銀
行
（
中
央
銀
行
を
除
く
。）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

六
三
一

中
小
企
業
等
金
融
業

留
保
の
種
類

内
国
民
待
遇
（
第
二
条
）

措
置

預
金
保
険
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
二
条

概
要

預
金
保
険
制
度
は
、
日
本
国
の
管
轄
内
に
本
店
を
有
す
る
金
融
機
関
の
み
を
対
象
と
す
る
。
当
該
制
度
は
、
外
国
銀

行
支
店
が
受
け
入
れ
る
預
金
に
つ
い
て
は
、
対
象
と
し
な
い
。

二

分
野

熱
供
給
業

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
五
一
一

熱
供
給
業

留
保
の
種
類

内
国
民
待
遇
（
第
二
条
）

措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条

概
要

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
は
、
日
本
国
内
の
熱
供
給
業
へ
の
投
資
を
行
お
う
と
す
る

外
国
投
資
家
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

三

分
野

情
報
通
信
業

小
分
野

電
気
通
信
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
七
〇
〇

主
と
し
て
管
理
事
務
を
行
う
本
社
等

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
七
一
一

地
域
電
気
通
信
業
（
有
線
放
送
電
話
業
を
除
く
。）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
七
三
一

電
気
通
信
に
附
帯
す
る
サ
ー
ビ
ス
業

留
保
の
種
類

内
国
民
待
遇
（
第
二
条
）

経
営
幹
部
及
び
取
締
役
会
（
第
十
条
）

措
置

日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
五
号
）
第
六
条
及
び
第
十
条

概
要

１

日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
は
、
次
の
⒜
か
ら
⒞
ま
で
に
掲
げ
る
者
に
よ
り
直
接
又
は
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権

の
割
合
の
合
計
が
三
分
の
一
以
上
と
な
る
と
き
は
、
こ
れ
ら
の
者
の
名
称
及
び
住
所
を
株
主
名
簿
に
記
載
し
て
は
な

ら
な
い
。

⒜

日
本
国
の
国
籍
を
有
し
な
い
自
然
人

⒝

外
国
政
府
又
は
そ
の
代
表
者

⒞

外
国
の
法
人
又
は
団
体

２

日
本
国
の
国
籍
を
有
し
な
い
自
然
人
は
、
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
、
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
及
び
西
日
本

電
信
電
話
株
式
会
社
の
取
締
役
又
は
監
査
役
に
就
任
し
て
は
な
ら
な
い
。

四

分
野

情
報
通
信
業

小
分
野

電
気
通
信
業
及
び
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
付
随
サ
ー
ビ
ス
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
七
一
一

地
域
電
気
通
信
業
（
有
線
放
送
電
話
業
を
除
く
。）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
七
一
二

長
距
離
電
気
通
信
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
七
一
九

そ
の
他
の
固
定
電
気
通
信
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

三
七
二
一

移
動
電
気
通
信
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
〇
一

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
付
随
サ
ー
ビ
ス
業

注

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
三
七
一
一
、
三
七
一
二
、
三
七
一
九
、
三
七
二
一
又
は
四
〇
一
の
下
で
の
活
動
の
う
ち
留
保
の
対
象

と
な
る
活
動
は
、
電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
九
条
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
が
求

め
ら
れ
る
も
の
に
限
ら
れ
る
。

留
保
の
種
類

内
国
民
待
遇
（
第
二
条
）

措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条

概
要

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
は
、
日
本
国
内
の
電
気
通
信
業
及
び
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
付

随
サ
ー
ビ
ス
業
へ
の
投
資
を
行
お
う
と
す
る
外
国
投
資
家
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

平成年月日 水曜日 (号外第号)官 報
５

こ
の
協
定
は
、
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
前
に
生
じ
た
事
態
若
し
く
は
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
前
に
消
滅
し
た

状
況
に
起
因
す
る
請
求
又
は
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
前
に
既
に
解
決
さ
れ
て
い
る
請
求
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な

い
。

６

附
属
書
及
び
注
釈
は
、
こ
の
協
定
の
不
可
分
の
一
部
を
成
す
。

第
四
十
四
条

改
正

１

両
締
約
国
は
、
こ
の
協
定
の
い
か
な
る
改
正
に
つ
い
て
も
合
意
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

い
か
な
る
改
正
も
、
両
締
約
国
に
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
手
続
に
従
っ
て
承
認
さ
れ
、
両
締
約
国
が
合
意
す
る
日

に
効
力
を
生
ず
る
も
の
と
し
、
そ
の
後
は
こ
の
協
定
の
不
可
分
の
一
部
を
成
す
。

以
上
の
証
拠
と
し
て
、
下
名
は
、
各
自
の
政
府
か
ら
正
当
に
委
任
を
受
け
て
こ
の
協
定
に
署
名
し
た
。

二
千
十
一
年
九
月
十
二
日
に
東
京
で
、
ひ
と
し
く
正
文
で
あ
る
日
本
語
、
ス
ペ
イ
ン
語
及
び
英
語
に
よ
り
本
書
二
通

を
作
成
し
た
。
相
違
が
あ
る
場
合
に
は
、
英
語
の
本
文
に
よ
る
。

日
本
国
の
た
め
に

玄
葉
光
一
郎

コ
ロ
ン
ビ
ア
共
和
国
の
た
め
に

デ
ィ
ア
ス＝

グ
ラ
ナ
ド
ス

附
属
書
Ⅰ

第
六
条
１
に
規
定
す
る
措
置
に
関
す
る
留
保

１

締
約
国
の
表
は
、
次
の
い
ず
れ
か
の
規
定
に
よ
り
課
さ
れ
る
義
務
に
適
合
し
な
い
現
行
の
措
置
に
関
し
当
該
締
約

国
が
付
す
る
留
保
に
つ
い
て
、
第
六
条
１
の
規
定
に
従
っ
て
記
載
す
る
も
の
で
あ
る
。

⒜

第
二
条
（
内
国
民
待
遇
）

⒝

第
三
条
（
最
恵
国
待
遇
）

⒞

第
五
条
（
特
定
措
置
の
履
行
要
求
）

⒟

第
十
条
（
経
営
幹
部
及
び
取
締
役
会
）

２

留
保
に
は
、
次
の
事
項
を
記
載
す
る
。

⒜

分
野
。「
分
野
」
に
は
、
留
保
の
対
象
と
な
る
一
般
的
な
分
野
を
示
す
。

⒝

小
分
野
。「
小
分
野
」
に
は
、
留
保
の
対
象
と
な
る
個
別
の
分
野
を
示
す
。

⒞

産
業
分
類
。「
産
業
分
類
」
に
は
、
留
保
の
対
象
と
な
る
活
動
で
あ
っ
て
、
該
当
す
る
国
内
産
業
分
類
又
は
国
際

産
業
分
類
の
下
で
行
わ
れ
る
も
の
を
、
透
明
性
の
観
点
か
ら
の
み
示
す
。

⒟

留
保
の
種
類
。「
留
保
の
種
類
」
に
は
、１
に
規
定
す
る
義
務
で
あ
っ
て
留
保
の
対
象
と
な
る
も
の
を
特
定
す
る
。

⒠

措
置
。「
措
置
」
に
は
、
留
保
の
対
象
と
な
る
現
行
の
法
令
そ
の
他
の
措
置
を
明
示
す
る
。「
措
置
」
の
事
項
に
記

載
す
る
措
置
は
、

こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
日
に
改
正
さ
れ
、
継
続
さ
れ
、
又
は
更
新
さ
れ
て
い
る
措
置
で
あ

り
、
ま
た
、

当
該
措
置
の
委
任
を
受
け
て
採
用
さ
れ
、
又
は
維
持
さ
れ
、
か
つ
、
当
該
措
置
に
適
合
す
る
補
助

的
な
措
置
を
含
む
。

⒡

概
要
。「
概
要
」
に
は
、
留
保
の
対
象
と
な
る
現
行
の
措
置
が
１
に
規
定
す
る
義
務
に
適
合
し
な
い
点
を
記
載
す

る
。

３

留
保
の
解
釈
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
留
保
に
関
す
る
全
て
の
事
項
を
考
慮
す
る
。
留
保
は
、
当
該
留
保
が
付
さ
れ

る
こ
の
協
定
の
関
連
規
定
に
照
ら
し
て
解
釈
す
る
。「
措
置
」
は
、
他
の
全
て
の
事
項
に
優
先
す
る
。

４

こ
の
附
属
書
の
適
用
上
、

⒜

「
Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
」
と
は
、
総
務
省
が
作
成
し
、
二
千
七
年
十
一
月
六
日
に
改
定
し
た
日
本
標
準
産
業
分
類
の
番
号

を
い
う
。

⒝

「
Ｃ
Ｐ
Ｃ
」
と
は
、
暫
定
的
な
中
央
生
産
物
分
類
（
統
計
文
書
Ｍ
第
七
十
七
号
、
国
際
連
合
国
際
経
済
社
会
局

統
計
部
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
、
千
九
百
九
十
一
年
）
の
番
号
を
い
う
。

⒞

「
Ｉ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
」
と
は
、
国
際
連
合
経
済
社
会
理
事
会
に
よ
り
千
九
百
四
十
八
年
八
月
二
十
七
日
に
そ
の
第
七
回

会
期
に
お
い
て
採
択
さ
れ
、
千
九
百
八
十
九
年
五
月
二
十
二
日
に
改
正
さ
れ
た
全
経
済
活
動
の
国
際
標
準
産
業
分

類
の
番
号
を
い
う
。
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